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（３）大田区福祉オンブズマン条例 
 

平成 12年３月 10日条例第１号 

改正 平成 14年３月 20 日第１号     

平成 28年３月 14日第１号 

 

（設置） 

第１条 区が行い、又は関与する福祉サービス（介護保険制度に係るサービスを含む。以下

「福祉サービス」という。）に関する区民の苦情等を公正かつ中立な立場で迅速に処理するこ

とにより、福祉サービスに対する区民の信頼を高め、福祉の一層の向上を図るため、区長の

付属機関として、大田区福祉オンブズマン（以下「オンブズマン」という。）を置く。 

（オンブズマンの責務） 

第２条 オンブズマンは、福祉サービス利用者（福祉サービスを利用しようとする者を含む。）の

権利を擁護するため、公平かつ適切にその職務を遂行しなければならない。 

２  オンブズマンは、区の機関と連携を図り、相互の職務の円滑な遂行に努めなければならな

い。 

３  オンブズマンは、その地位を政党又は政治的目的のために利用してはならない。 

４  オンブズマンは、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様と

する。 

（区の機関の責務） 

第３条 区の機関は、オンブズマンの職務の遂行に関し、その独立性を尊重し、積極的に協力

しなければならない。 

（関係機関の責務） 

第４条 福祉サービスを提供する事業者その他の関係機関（以下「関係機関」という。）及び調

査対象事案の関係人（以下「関係人」という。）は、この条例の趣旨を尊重し、オンブズマンの

職務に協力するよう努めるものとする。 

（職務） 

第５条 オンブズマンの職務は、次のとおりとする。 

(1)  福祉サービスに関する苦情の申立てを受け付け、調査し、及び事案を迅速に処理する

こと。 

(2) 自己の発意に基づき、事案を取り上げて調査すること。 

(3) 申立てに係る苦情又は自己の発意に基づき取り上げた事案（以下「苦情等」という。）に

ついて、違法又は不当な行為があると認められるときは、必要に応じて区の機関に対しそ

の是正又は改善の措置（以下「是正等の措置」という。）を講ずるよう勧告すること。 

(4) 苦情等について、必要と認めるときは、関係機関が是正等の措置を講ずるよう区の機関

に対し要請すること。 
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(5) 苦情等の原因が制度に起因し、それが著しく不合理であって改善する必要があると認

めるときは、その旨の意見を表明すること。 

（委嘱等） 

第６条 オンブズマンは、人格が高潔で、かつ、福祉に関し優れた識見を有する者のうちから、

区長が委嘱する。 

２  オンブズマンの定数は、４人とする。 

３  オンブズマンは、それぞれ独立してその職務を行う。 

４  オンブズマンの任期は、３年とする。ただし、１期に限り再任することができる。 

５  オンブズマンの報酬は、月額とし、大田区非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例

（昭和 31年条例第 12号）第２条第２項に定める報酬の額を超えない範囲で規則で定める額

とする。 

６  前項の報酬の支払方法は、大田区職員について定められているものの例による。 

（兼職等の禁止） 

第７条 オンブズマンは、衆議院議員若しくは参議院議員、地方公共団体の議会の議員若しく

は長又は政党その他の政治団体の役員と兼ねることができない。 

２  オンブズマンは、規則で定める区と特別な利害関係にある企業その他の団体の役員と兼

ねることができない。 

（解職） 

第８条 区長は、オンブズマンが心身の故障のため職務の遂行に堪えないと認める場合又は

職務上の義務違反その他オンブズマンとしてふさわしくない行為があると認める場合は、解

職することができる。 

２  オンブズマンは、前項の規定による場合を除くほか、その意に反して解職されることがな

い。 

（苦情申立ての方法） 

第９条 苦情の申立ては、規則で定める書面により行うものとする。ただし、これによることがで

きない場合は、口頭その他の方法により申立てをすることができる。 

（苦情申立てができる者の範囲） 

第 10 条 オンブズマンに対し、苦情の申立てをすることができる者は、次の各号のいずれかに

該当する者とする。 

(1) 福祉サ－ビスの適用を受け、若しくは取り消され、又はその申請を認められなかった者

（以下「本人」という。） 

(2) 本人の親権者又は後見人 

(3) 本人の配偶者又は３親等内の親族 

(4) 本人と同居している者 

(5) 本人の住所地を担当する民生委員 

(6) その他区長が特に必要と認める者 
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（調査の方法） 

第 11条 オンブズマンは、苦情等の調査のため必要があると認めるときは、関係する区の機関

に対し説明を求め、その保有する関係書類その他の記録を閲覧し、若しくはその提出を求

め、又は実地調査をすることができる。 

２  オンブズマンは、苦情等の調査のため必要があると認めるときは、関係機関又は関係人に

対し質問し、事情を聴取し、又は実地調査することについて協力を求めることができる。 

（調査対象外とする苦情） 

第 12 条 オンブズマンは、苦情の申立てが次の各号のいずれかに該当すると認める場合は、

当該苦情を調査しない。 

(1) 苦情の内容が次のいずれかの事項に該当するとき。 

ア 現に裁判所において係争中の事項及び既に裁判所において判決等のあった事項 

イ 現に行政不服審査法（平成 26年法律第 68号）の規定による不服申立てを行っている

事項及び不服申立てに対する裁決又は決定があった事項 

ウ オンブズマンの行為に関する事項 

(2) 苦情の申立ての原因となった事実について本人が利害を有しないとき。 

(3) 苦情の内容が、苦情の申立ての原因となった事実のあった日から１年を経過していると

き。ただし、正当な理由があると認めるときは、この限りでない。 

(4) 虚偽の申立て又は明らかに理由がない申立てと認められるとき。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、調査することが相当でないと認められるとき。 

２  オンブズマンは、前項の規定により苦情を調査しない場合は、その旨を理由を付して苦情

を申し立てた者（以下「苦情申立人」という。）に速やかに通知しなければならない。 

（調査の通知等） 

第 13 条 オンブズマンは、苦情等を調査する場合は、関係する区の機関又は関係機関若しく

は関係人に対し、その旨を通知するものとする。 

２  オンブズマンは、苦情等の調査を開始した後において、調査を継続することが困難なとき、

又はその必要がないと認めるときは、調査を打ち切ることができる。 

３  オンブズマンは、申立てに係る苦情の調査を打ち切ったときは、その旨を理由を付して速

やかに苦情申立人及び第1項の規定により通知した区の機関又は関係機関若しくは関係人

に通知しなければならない。 

４  オンブズマンは、自己の発意に基づき取り上げた事案の調査を打ち切ったときは、その旨

を理由を付して速やかに第 1 項の規定により通知した区の機関又は関係機関若しくは関係

人に通知しなければならない。 

（勧告及び意見表明） 

第 14 条 オンブズマンは、苦情等の調査の結果、必要があると認めるときは、関係する区の機

関に対し是正等の措置を講ずるよう勧告することができる。 

２  オンブズマンは、苦情等の調査の結果、その原因が制度に起因し、それが著しく不合理
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であって改善する必要があると認めるときは、その旨の意見を表明することができる。ただし、

この場合においては、オンブズマン全員の意見が一致していなければならない。 

３  前２項の規定による勧告又は意見表明（以下「勧告等」という。）を受けた区の機関は、当

該勧告等を尊重するものとする。 

４  オンブズマンは、勧告等をしたときは、区の機関に対しこれらに対する報告を求めるものと

する。 

５  区の機関は、前項の規定により報告を求められた日から 60日以内に報告するものとする。

この場合において、勧告等の内容を実施しないことに相当の理由があるときは、理由を付し

てオンブズマンに報告しなければならない。 

（苦情申立人への通知） 

第 15 条 オンブズマンは、申立てに係る苦情の調査の結果について、次項の規定により通知

する場合のほか、速やかに苦情申立人に通知するものとする。 

２  オンブズマンは、申立てに係る苦情について区の機関から前条第５項又は次条第３項の

規定による報告があったときは、勧告等又は要請の内容を添えて速やかに苦情申立人に通

知しなければならない。 

（要請） 

第 16 条 オンブズマンは、苦情等の調査の結果、必要があると認めるときは、関係する区の機

関に対し、関係機関が是正等の措置を講ずるよう要請することができる。 

２  前項の規定による要請を受けた関係する区の機関は、必要があると認めるときは、関係機

関に対し是正等の措置を講ずるよう要請することができる。 

３  第１項の規定による要請を受けた関係する区の機関は、オンブズマンに対し、関係機関へ

の要請の結果を、60 日以内に報告しなければならない。この場合において、是正等の措置

を行わないことに相当の理由があるときは、理由を付して、オンブズマンに報告しなければな

らない。 

（運営状況の報告及び公表） 

第 17 条 オンブズマンは、毎年、この条例の運営状況について区長に報告するとともに、これ

を公表するものとする。 

（委任） 

第 18 条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な事項は、規則で定め

る。 

付 則 

１  この条例は、平成 12年４月１日から施行する。 

２  この条例は、平成 11年４月１日以後に発生した事実に係る苦情について適用する。 

付 則（平成 28年３月 14日条例第１号）  

この条例は、平成 28年４月 1日から施行する。 


